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激しい集合住宅などの比率が高いことがわかった．これを Michael E Porter の基本戦略２に当
てはめると，差別化戦略が他社に比べて劣る会社（準大手の多くの会社）がコスト競争に
走り，経営を悪化させているものと推測できる． 






















































































































































































































































 わが国の建設市場は，衰退の一途を辿っている．建設投資のピークは，1992 年の 84.0
兆円であるが，わずか 15 年後の 2007 年には 48.7 兆円（見込み値）となり，ピーク時の
57.9％に激減した（図 1-1.参照）9．さらに，野村総合研究所の予測では，2010 年度に 48.8
～49.4 兆円，2015 年度には 44.2～44.9 兆円に減少する見通し 10であり，市場が滅失する
ことはないものの，縮小傾向に歯止めがかからないと想定している． 
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 日本の建設会社数は，ピーク時の 60.1 万社（2000 年）から，2007 年は 50.8 万社に減少
している 11ものの，市場と比較すると供給過多の状況にある． 
 建設業の産業集中度も低く，上位 50 社（日建連法人会員）のシェアは 29.7％に過ぎない
12．売上高 1,000 億円以上の企業も 33 社あり（表 1-1.参照），業者数が多いがゆえの過当競
争に陥っている． 
 
表 1-1.建設業の規模別分類 13 
区分 規模 会社名 
大手 売上１兆円以上 大成建設，鹿島，清水建設，大林組，竹中工務店 
























































































































年の 30.2％から 2007 年は 25.7％に減少しているのに対し，55 歳以上は 1997 年の 24.1％か









































































































































































































































































































































































図 3-2. 大手・準大手各社のセグメント別受注高（建築）19 



















図 3-3.大手・準大手各社の土木利益率推移 19 
 出所：各社決算報告書 























































また，図 3-4.において，2006 年度から 2007 年度にかけて土木の受注高を増やした企業の































図 3-5. 大手・準大手各社のセグメント別受注高（土木）19 


























































公庁工事の減少が主要因となり，土木の比率が 1998年度から 2007 年度にかけて 37.0％から
24.2％に低下している． 
 
図 3-6.日建連法人会員の受注内容の変化 20 









































図 3-7.３つの基本戦略 21 









工　種 利益構成比 受注構成比 評価 工　種 利益構成比 受注構成比 評価
事務所・庁舎 **.*％ **.*％ － 治山・治水 **.*％ **.*％ －
宿泊施設 **.*％ **.*％ － 鉄道 **.*％ **.*％ ○
店舗 **.*％ **.*％ － 上下水道 **.*％ **.*％ －
工場・発電所 **.*％ **.*％ － 土地造成 **.*％ **.*％ －
倉庫・流通 **.*％ **.*％ － 港湾・空港 **.*％ **.*％ －
住宅 **.*％ **.*％ ▲ 道路 **.*％ **.*％ ◎
教育・文化 **.*％ **.*％ － 電線路 **.*％ **.*％ －
医療・福祉 **.*％ **.*％ －


























































































































図 4-1.４つの主要目標と７つの必須要素 22 














図 4-2.再生における戦略例 23 























地域 企業名 規模拡大 事業分野 地域戦略 多角化 










Hochtief 買収 上下流を 垂直統合 海外進出 空港運営等 
欧州 
Skanska 買収 上下流を 垂直統合 海外進出 
ノンコア事業 
売却 
Bechtel 本業重視 広範な 事業分野 
北米中心に 
世界展開 － 米国 
Fluor Group 本業重視 広範な 事業分野 
北米中心 
世界展開 － 

































図 4-3．レベニューモデル 26 






























































































































































































































































































図 5-5.アバナシー・アッターバックの進化モデル 33 















モデルの枠組みを考察したい．収益性の高いビジネスモデルとして，A.J. Slywotzky と D.J. 
Morrison は，次の１１項目を挙げている 34． 
 
表 5-2.利益モデル 34 
































































図 5-6.の概念に合致するビジネスモデルの例を，表 5-3.に挙げる． 
 
表 5-3. 準大手ゼネコンの再生戦略に合致するビジネスモデル 
 Ａビジネス Ｂプロジェクト 
機 会 維持修繕 海外市場 
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Daft は，表 1-1.に記載のマネジメントを紹介している． 
 
表 1-1. 組織を構成する人に焦点を当てた企業文化の変革手法 1 
























































































































































す べ て の 人 が
す べ て の 部 門 で






Ｑ(quality)：品 質 向 上
Ｃ(cost)：原 価 低 減
Ｄ(delivery)：納 期 確 保
Ｓ(safety)：安 全 維 持



































































ＣＡ（Plan, Do, Check, Act）サイクルをまわしながら「改善」を行う活動へと活動の幅が広
がっていった． 







































































































































































① W.E. Deming の経営哲学の主要なポイント 
戦後の日本に統計的手法を伝え，日本の品質管理の最高峰の賞である「デミング賞」に由












































































































































































































































はっきりしていくことを図 2-10 に図示している 19． 
56 
I d e a
技 術
市 場
日 常 の S k i l l


































図 2-10.ブレークスルーのサイクル 19 
出所：司馬正次『ブレークスルー・マネジメント』東洋経済新報社，2003 年 
 





















































































































３－１．成長期のＴＱＭ（1980 年～1989 年） 
(1) ＴＱＣ導入の背景 21 











(2) ＴＱＣ導入と重点実施事項 21 
 安全・品質・受注・利益という会社経営の根幹に係わるこれらの課題を克服して，顧客の
信頼を維持するためには，ＴＱＣを導入し会社の体質を革新強化する以外にないと判断し，








































３－２．成熟期のＴＱＭ（1989 年～1995 年） 

































































































































図 3-6.改善活動のしくみ 24 
出所：細谷克也編著『品質経営システム構築の実践集』日科技連出版社，2002 年 
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進捗状況確認 
発表事例，発表 
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・ 外 部 発 表 
改善事例の展開 
年 間 活 動 結 果 の 反 省                     
発表する 
発表しない 
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         手に入れたいゴールを明らかにする。 ゴールイメージ（あるべき姿、目標、
夢）が鮮明になればなるほど行動への強い動機づけになる 
          例： 「 どうなっていたいですか？」 
「それが達成できるとどんなことが起きますか？」 
第２ステップ ＜現状の把握＞ 
         今の状況を正確に話してもらうことで、目標との距離やギャップを 
          正確につかむことができる 
          例： 「今は、どんな状況ですか？」 
第３ステップ ＜目標に向かっての問題・障害の抽出 ＞ 
          ゴールに向かうのに「問題や障害」となっていることを全てあげてもらう 
           例： 「一番問題だと感じることは何ですか？」 
              「障害となっていることを 3 つ上げるとしたら何がありますか？」 
第４ステップ ＜選択肢・資源を見つける＞ 




             例： 「 その中で明日から出来ることがあるとしたら、何ですか？」 
                  「 具体的に、どんなことなら出来ますか？」 
第５ステップ ＜具体的な行動を促す＞ 
         いつまでにどのように行うのか、行動する意思がどのくらいある 
のか、行動後の報告はどのようにするのかを確認する 
  例：「 いつまでにそれをやりますか？」 
    「やった結果を、来週教えていただけますか？」 


































































































































































アレン ャー 務 低
















図 5-5.協力会社間小集団改善活動の事例 33 


























図 5-6. 取引先・海外納入会社との小集団改善活動の事例 34 
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一次機能 二次機能 三次機能 
経営の影響が大きい現場 業績への寄与率が高い現場 大規模工事（例：10 億以上） 
  利益率の低い工事 
  着工して間もない現場（改
善の余地の大きい現場） 





 顧客の信頼を得る現場 トップ営業で受注した現場 
 危機が顕在・潜在する現場 大事故等が発生した現場 


































































































































































































































































































図 6-2. 集中管理型組織と自立分散型ネットワーク組織 39 
経営層
管 理 現 場価値
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